
《令和元（2019）年度》
とちぎ行革プラン２０１６の推進状況

令和２（2020）年７月
経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課
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指標の推進状況

資料１



2

目標Ⅰ【協働・共創】県民と共に創る開かれた県政の推進

H30（2018）年度までに達成済みの指標：７項目

H28（2016）年度 H29（2017）年度 H30（2018）年度 R1（2019）年度

実 績 実績 実績 実績

・H28（2016）年度中：栃木県権限移譲基本方
針の改定、栃木県権限移譲推進計画の策定

▷栃木県権限移譲基本方針
の改定（H28年9月）

・H28（2016）年度中：「オープンデータ・ベリー
とちぎ」本格版への移行

▷本格版への移行（H28年8
月～）

・H28（2016）年4月～：随意契約における公募
型見積合わせ（オープンカウンター）の本格実施

▷本格実施（H28年4月～）

・H28（2016）～H29（2017）年度：指定管理
者制度の運用の見直し検討
・H30（2018）年度～：見直し結果に基づく運用
開始

▷運用の見直し検討
▷運用の見直し検討、ガイドラ
インの改訂（H30年3月）

▷改訂したガイドラインに基づ
く運用開始

・H28（2016）年度中：ＰＦＩ事業実施プロセスガ
イドラインの策定

▷ガイドライン策定に向けた検
討

▷ガイドラインの策定に向けた
検討

▷ガイドラインの策定（H30年
6月）

・H28（2016）年4月～：ペイジー収納サービス
等の電子収納の導入

▷電子収納の導入（H28年4
月～）

・H29（2017）年度中：自動車保有関係手続の
ワンストップサービス（OSS）に伴う電子納税開始

▷OSSに伴う電子納税開始に
向けた検討

▷OSSに伴う電子納税の開始
（H30年2月～）

指　標

達成済み

達成済み

達成済み

達成済み

達成済み

達成済み

達成済み
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目標Ⅰ【協働・共創】県民と共に創る開かれた県政の推進

推進状況管理中の指標：４項目
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目標Ⅰ【協働・共創】 県民と共に創る開かれた県政の推進

• 県から市町への権限移譲 ▷移譲事務数：124事務（R2年4月1日現在）

•県と市町との人事交流 ▷相互交流12人、県への実務研修35人（R2年4月1日） 等

Ⅰ－１ とちぎの自治のかたちづくり

• NPO協働企画力向上セミナーを新たに開催（目的：多様な主体との地域課題共有の促進）

•企業との包括連携協定の締結 ▷協定締結数：20協定（21企業）→22協定（23企業）

Ⅰー２ 多様な主体との協働による県政運営

• 「オープンデータ・ベリーとちぎ」の運用 ▷掲載数：207種類→235種類 等
Ⅰー３ 透明で開かれた県政の推進

• 新青少年教育施設整備においてPFI導入を正式決定 等
Ⅰー４ 民間活力の活用

• 規制見直し（移動車両による理美容の営業、市街化調整区域における開発許可基準の改正）

•キャッシュレス決済が可能な県有施設の拡大 ▷３施設→6施設 等

Ⅰー５ 規制・行政手続等の改善

まとめ
○目標Ⅰ【協働・共創】に向けて、PFIによる民間活力の活用や、更なる規制の見直しなどを推進しました。
○引き続き、市町への権限移譲事務における地域差の解消や、民間活力の積極的な活用などに取り組む必要
があります。

（注）「→」はH30年度とR1年度の実績比較
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目標Ⅱ【自律】 自律的な行財政基盤の確立

H30（2018）年度までに達成済みの指標：２項目

H28（2016）年度 H29（2017）年度 H30（2018）年度 R1（2019）年度

実 績 実績 実績 実績

・H28（2016）年度中：統一的な基準による財
務書類の作成準備
・H29（2017）年度～：統一的な基準による財
務書類の公表

▷固定資産台帳の整備等
▷統一的な基準による財務書
類の作成・公表

・H28（2016）年度中：病院経営改革に係る現
プランの改定又は新プランの策定

▷栃木県立病院経営改革プ
ラン（第3次）の策定（H29年
3月）

指　標

達成済み

達成済み
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目標Ⅱ【自律】 自律的な行財政基盤の確立

推進状況管理中の指標：６項目
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目標Ⅱ【自律】 自律的な行財政基盤の確立

• 財政調整的基金の涵養・活用 ▷642億円→537億円 等
Ⅱ－６ 持続可能な財政運営

• 事務事業の見直し ▷廃止76事業、見直し67事業（R２年度当初予算編成）

•補助金等の見直し ▷県単補助金削減額：13.2億円（R２年度当初予算編成) 等

Ⅱー７ 行政コストの削減

• 栃木県総合運動公園陸上競技場にネーミングライツを導入 ▷「カンセキスタジアムとち
ぎ」：年額1,800万円（３年間） 等

Ⅱー８ 歳入の確保

• 未利用財産の売却、貸付 ▷売却額：8,729万円、貸付額：1億4,152万円

• 足利庁舎の未利用スペースを足利市へ貸付け 等

Ⅱー９ 県有財産の適正管理と有効活用

• R2年度の流域下水道事業の公営企業会計適用に向け、条例等を整備
Ⅱー10 公営企業等の自立的経営

（注）「→」はH30年度とR1年度の実績比較

○目標Ⅱ【自律】に向けて、事務事業の見直しによる行政コストの削減や、自主財源の確保などに取り組みました。
○今後は、新型コロナウイルス感染症の影響による県税収入の下振れが予想される中、持続可能な財政運営に
向けて、徹底した歳出見直しや税外収入を含む歳入の確保等に取り組んでいく必要があります。

まとめ
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目標Ⅲ【原動力】 効果的・効率的な県政運営の推進

H30（2018）年度までに達成済みの指標：２項目

H28（2016）年度 H29（2017）年度 H30（2018）年度 R1（2019）年度

実 績 実績 実績 実績

・H28（2016）年度～：「とちぎ元気発信プラン」
及び「とちぎ創生15戦略」の政策評価の運用開
始

▷PDCAサイクルを活用したマ
ネジメントの運用開始

・H28（2016）年度中：情報提供ネットワークシ
ステムによる情報連携開始に向けた準備
・H29（2017）年7月～：情報連携開始

▷情報連携に向けたテストの
実施

▷情報連携の運用開始

指　標

達成済み

達成済み
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目標Ⅲ【原動力】 効果的・効率的な県政運営の推進

推進状況管理中の指標：６項目
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目標Ⅲ【原動力】 効果的・効率的な県政運営の推進

• 「とちぎ元気発信プラン」及び「とちぎ創生１５戦略」におけるＰＤＣＡサイクルによる施策
の効果検証・改善

• R2年度の導入に向け、内部統制基本方針の策定、内部統制制度試行的取組を実施 等

Ⅲ－11 透明で効果的な行政評価等の実施

• 栃木県庁働き方改革プロジェクトの一環として、ＲＰＡ実証実験、タブレット端末試行導入、
内部監査業務の一元化などの取組を実施 等

Ⅲー12 業務の改善・効率化

• 新たな行政課題に対応するため、デジタル戦略室、行政改革ＩＣＴ推進課などを設置 等
Ⅲー13 組織力の強化

• 職員採用試験に行政（特別枠）を新設 ▷合格者数20名 競争倍率44.4倍

• 国や民間企業等との人事交流 ▷22名派遣、10名受入れ（R2年４月1日現在） 等

Ⅲー14 人材育成・活用の推進

•特定指導法人の代表者等を対象とした説明会の開催 等
Ⅲー15 県出資法人等の自立的な経営

。

○目標Ⅲ【原動力】に向けて、ＲＰＡ実証実験やタブレット端末試行導入など業務の改善・効率化や、新
たな行政課題に対応するための組織力強化を図りました。

○今後はSociety5.0時代を見据え、ＩＣＴの活用等による業務の改善や省力化をさらに進め、より効果的
かつ効率的に行政サービスを提供していくことが必要です。さらに、新型コロナウイルス感染症対策を
契機に、行政サービスも「新しい生活様式」に合わせたものに変容させていくことが求められています。

まとめ


